
JP 6361938 B2 2018.7.25

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　流路に流れるガスの流量を一定時間間隔で計測する流量計測手段と、
　所定期間内に前記流量計測手段によって計測された流量から特徴流量を算出し、前記特
徴流量に対する、前記所定期間内に前記流量計測手段によって計測される、複数の時刻に
おける流量の各々の比率を算出する演算手段と、
　現在使用されているガス器具の前記所定期間内における流量変化の特徴を示す器具特徴
量であって、前記比率または前記比率から得られる情報である前記器具特徴量を抽出する
器具特徴抽出手段と、
　特定のガス器具の特徴的な流量状態を示す一種以上の器具固有特徴量を保持する器具固
有特徴情報保持手段と、
　前記器具特徴抽出手段によって抽出された前記器具特徴量と前記器具固有特徴情報保持
手段に保持されている前記一種以上の器具固有特徴量のうち前記器具特徴量に対応する器
具固有特徴量とを比較することにより、前記現在使用されているガス器具を判別する器具
判別手段と、
　を備え、
　前記器具判別手段が判別するガス器具は、使用の開始から一定時間間隔で得られる流量
の変化のパターンにおいて、流量が安定するまでにフラットな部分を有するガス器具であ
り、
　前記特徴流量は、前記フラットな部分の流量の平均流量である、
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流量計測装置。
【請求項２】
　前記比率をコード化することによって比率コード列を生成する比率コード化手段をさら
に備え、
　前記器具特徴抽出手段は、前記比率コード列を前記器具特徴量として抽出し、
　前記器具固有特徴情報保持手段は、前記一種以上の器具固有特徴量のうちの１つとして
、前記特定のガス器具の比率コード列を保持しており、
　前記器具判別手段は、前記比率コード化手段によって生成された前記比率コード列と前
記器具固有特徴情報保持手段に保持されている前記特定のガス器具の比率コード列とを比
較することにより、前記現在使用されているガス器具を判別する、請求項１に記載の流量
計測装置。
【請求項３】
　前記比率コード化手段は、前記比率コード列における極大および／または極小に基づく
圧縮コード列を前記器具特徴量として生成する、請求項２に記載の流量計測装置。
【請求項４】
　前記器具固有特徴情報保持手段は、前記一種以上の器具固有特徴量のうちの１つとして
、前記特定のガス器具の比率コード列から生成される圧縮コード列を保持しており、
　前記器具判別手段は、前記現在使用されているガス器具の圧縮コード列と前記特定のガ
ス器具の圧縮コード列とを比較することにより、前記現在使用されているガス器具を判別
する、請求項３に記載の流量計測装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ガスの流量の変化を検出することにより、使用が開始されたガス器具を判別
する技術に関する。
【背景技術】
【０００２】
　配管内を流れるガスの流量変化に基づいて、使用が開始されたガス器具が何であるかを
特定するガスメータ装置が提案されている。例えば下記の特許文献１は、一定時間間隔で
ガス流量を計測し、得られた流量値の変化のパターンと、ガス器具ごとに予め求めておい
た流量値の変化のパターンとを比較することにより、使用が開始されたガス器具を判別す
るガスメータ装置を開示している。より具体的には、下記の特許文献１に記載のガスメー
タ装置は、一定時間間隔ごとのガス流量の変化量を対応するコードに変換し、得られたコ
ードの列と、ガス器具ごとに予め求めておいた特徴コード列とを比較することにより、ガ
ス器具を判別する。特許文献１は、コード列の比較に加えて、例えばガスファンヒータに
おける緩点火動作時の流量のように、ガス器具の特徴を示す流量をガス器具の判別にさら
に利用することにより、判別の精度を向上させることを提案している。参考のため、特開
２０１１－０９５２００号公報の開示内容の全てを本明細書に援用する。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０１１－０９５２００号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、従来の手法では、消費者の需要により、動作の開始時にこれまでに想定
されていなかった大きさのガス流量を必要とするガス器具が新たに開発および販売され、
そのようなガス器具がガスメータ装置に接続されて使用された場合に、そのガス器具が何
であるかを特定することができない。例えば、将来、より多量のガスを動作の開始時に必
要とする、より大型のガス器具が市場に投入される可能性は皆無ではない。このような新
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しいガス器具がガスメータ装置の下流側に接続され、使用が開始されると、ガス流量の計
測値が想定を超えるために正しい判別を行うことができない。つまり、どのようなガス器
具の使用が開始されたのかを特定できない。
【０００５】
　これまでに想定されていなかった大きさのガス流量を動作の開始時に必要とするような
新たなガス器具が接続された場合であっても、そのガス器具が何であるかを判別できれば
、新たなガス器具が販売される度にガスメータ装置を交換する必要がないので有益である
。
【０００６】
　本発明は、これまでに想定されていなかった大きさのガス流量を動作の開始時に必要と
するような新たなガス器具が接続された場合であってもそのガス器具の判別を行い得る流
量計測装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本明細書にかかる例示的な流量計測装置は、流路に流れるガスの流量を一定時間間隔で
計測する流量計測手段と、所定期間内に前記流量計測手段によって計測された流量から特
徴流量を算出し、前記特徴流量に対する、前記所定期間内に前記流量計測手段によって計
測される、複数の時刻における流量の各々の比率を算出する演算手段と、現在使用されて
いるガス器具の前記所定期間内における流量変化の特徴を示す器具特徴量であって、前記
比率または前記比率から得られる情報である前記器具特徴量を抽出する器具特徴抽出手段
と、特定のガス器具の特徴的な流量状態を示す一種以上の器具固有特徴量を保持する器具
固有特徴情報保持手段と、前記器具特徴抽出手段によって抽出された前記器具特徴量と前
記器具固有特徴情報保持手段に保持されている前記一種以上の器具固有特徴量のうち前記
器具特徴量に対応する器具固有特徴量とを比較することにより、前記現在使用されている
ガス器具を判別する器具判別手段とを備える。
【発明の効果】
【０００８】
　本発明の流量計測装置によれば、これまでに想定されていなかった大きさのガス流量を
動作の開始時に必要とするような新たなガス器具が接続された場合であってもそのガス器
具の判別を行い得る。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】図１は、本発明の実施形態によるガスメータ１００の例示的な構成を示すブロッ
ク図である。
【図２】図２は、あるガス器具についての、所定期間における流量変化のパターンの一例
を示すグラフである。
【図３】図３は、図２に示す機種Ａ、機種Ｂおよびリファレンス１のそれぞれについて求
めた、特徴流量に対する各流量値の比率の変化を示すグラフである。
【図４】図４は、図２および図３に示す機種Ａ、機種Ｂおよびリファレンス１とは異なる
、他のあるガス器具についての、所定期間における流量変化のパターンの一例を示すグラ
フである。
【図５】図５は、図４に示す機種Ｃおよびリファレンス２のそれぞれについて求めた、上
述の比率の変化のパターンを示すグラフである。
【図６】図６は、縦軸にコードをとったときの、機種Ａの比率コード列を示すグラフであ
る。
【図７】図７は、縦軸にコードをとったときの、機種Ｂの比率コード列を示すグラフであ
る。
【図８】図８は、縦軸にコードをとったときの、リファレンス１の比率コード列を示すグ
ラフである。
【図９】図９は、縦軸にコードをとったときの、機種Ｃの比率コード列を示すグラフであ



(4) JP 6361938 B2 2018.7.25

10

20

30

40

50

る。
【図１０】図１０は、縦軸にコードをとったときの、リファレンス２の比率コード列を示
すグラフである。
【図１１】図１１は、ガスメータ１００のハードウェア構成の一例を示すブロック図であ
る。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　まず、本願発明者らがなした発明は以下のとおりである。
【００１１】
　本願の第１の発明にかかる流量計測装置は、流路に流れるガスの流量を一定時間間隔で
計測する流量計測手段と、所定期間内に流量計測手段によって計測された流量から特徴流
量を算出し、特徴流量に対する、所定期間内に流量計測手段によって計測される、複数の
時刻における流量の各々の比率を算出する演算手段と、現在使用されているガス器具の所
定期間内における流量変化の特徴を示す器具特徴量であって、比率または比率から得られ
る情報である器具特徴量を抽出する器具特徴抽出手段と、特定のガス器具の特徴的な流量
状態を示す一種以上の器具固有特徴量を保持する器具固有特徴情報保持手段と、器具特徴
抽出手段によって抽出された器具特徴量と器具固有特徴情報保持手段に保持されている一
種以上の器具固有特徴量のうち器具特徴量に対応する器具固有特徴量とを比較することに
より、現在使用されているガス器具を判別する器具判別手段とを備える。
【００１２】
　本願の第２の発明にかかる流量計測装置は、比率をコード化することによって比率コー
ド列を生成する比率コード化手段をさらに備え、器具特徴抽出手段は、比率コード列を器
具特徴量として抽出し、器具固有特徴情報保持手段は、一種以上の器具固有特徴量のうち
の１つとして、特定のガス器具の比率コード列を保持しており、器具判別手段は、比率コ
ード化手段によって生成された比率コード列と器具固有特徴情報保持手段に保持されてい
る特定のガス器具の比率コード列とを比較することにより、現在使用されているガス器具
を判別する。
【００１３】
　本願の第３の発明にかかる流量計測装置において、比率コード化手段は、比率コード列
における極大および／または極小に基づく圧縮コード列を器具特徴量として生成する。
【００１４】
　本願の第４の発明にかかる流量計測装置において、器具固有特徴情報保持手段は、一種
以上の器具固有特徴量のうちの１つとして、特定のガス器具の比率コード列から生成され
る圧縮コード列を保持しており、器具判別手段は、現在使用されているガス器具の圧縮コ
ード列と特定のガス器具の圧縮コード列とを比較することにより、現在使用されているガ
ス器具を判別する。
【００１５】
　本願の第５の発明にかかる流量計測装置において、現在使用されているガス器具の特徴
流量は、安定流量、所定期間内における最大流量、または、所定期間内に計測された流量
のうち最も遅い時刻における流量のうちのいずれかである。
【００１６】
　本願の第６の発明にかかる流量計測装置において、器具特徴抽出手段は、流量計測手段
によって計測される流量が所定範囲内にある場合に、所定範囲内の流量の平均を現在使用
されているガス器具の特徴流量として抽出する。
【００１７】
　本願の第７の発明にかかる流量計測装置において、器具特徴抽出手段は、流量計測手段
によって計測される流量が所定回数連続して所定範囲内にある場合に、所定回数分の流量
の平均を現在使用されているガス器具の特徴流量として抽出する。
【００１８】
　本願の第８の発明にかかる流量計測装置において、器具固有特徴情報保持手段は、一種
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以上の器具固有特徴量のうちの１つとして、特定のガス器具における特徴流量を予め保持
しており、器具判別手段は、現在使用されているガス器具の特徴流量と特定のガス器具に
おける特徴流量とをさらに比較することにより、現在使用されているガス器具を判別する
。
【００１９】
　本願の第９の発明にかかる流量計測装置において、特定のガス器具は、少なくともガス
ファンヒータおよび給湯器を含み、ガスファンヒータにおける一種以上の器具固有特徴量
、および、給湯器における一種以上の器具固有特徴量は、互いに異なっている。
【００２０】
　以下、添付の図面を参照しながら、本発明にかかる流量計測装置の実施形態を説明する
。以下に説明する実施形態では、流量計測装置の例として、ガスメータを挙げ、その処理
を説明する。図面において、同じ構成要素には同じ参照符号を付し、既に説明した構成要
素については再度の説明を省略する。なお、本発明は、以下で説明する実施形態によって
限定されることはない。
【００２１】
　（流量計測装置の例示的な構成）
　図１は、本発明の実施形態によるガスメータ１００の構成例を示す。ガスメータ１００
は、その内部に流路１０２を有し、ガスを供給するガス管１０ａに接続された状態で使用
される。ガスメータ１００は、ガス管１０ａと、１以上のガス器具（ガスコンロ、ガスフ
ァンヒータ、給湯器など）との間に配置される。図１は、ガスメータ１００の流路１０２
の一端が上流側のガス管１０ａに接続され、流路１０２の他端が下流側のガス管１０ｂに
接続された状態を示しており、ここでは、ガス管１０ｂにガス器具１３、１４および１５
が接続されている。
【００２２】
　図１に例示する構成において、ガスメータ１００は、概略的には、流路の途中に配置さ
れた流量計測手段１０４と、制御手段１０５とを有する。流量計測手段１０４は、流路１
０２に流れるガスの流量を一定時間間隔（以下、「サンプリング間隔」ということがある
。）で計測する。サンプリング間隔は、例えば、０．５秒である。流量計測手段１０４と
しては、例えば超音波流量計を適用することができる。超音波流量計は、流路１０２に流
れるガスに対して一定時間間隔で超音波を発射し、ガス流によって生じる伝搬時間差を求
めることにより、ガスの瞬時流量を計測する。流量計測手段１０４によって検出される一
定時間間隔の流量を示すデータを取得することにより、ガスの使用量の変動を検出するこ
とができる。
【００２３】
　図１に例示する構成において、制御手段１０５は、計測流量情報記憶手段１０６と、演
算手段１０８と、器具特徴抽出手段１１６と、器具固有特徴情報保持手段１１９と、器具
判別手段１１４とを有する。図示される例では、制御手段１０５は、さらに、流量区分表
保持手段１１０と、比率コード化手段１１２とを有している。ガスメータ１００の動作の
典型例は、後述する。
【００２４】
　この例では、ガスメータ１００は、ガス管１０ａと流量計測手段１０４との間に配置さ
れた遮断手段１２２を有している。遮断手段１２２は、ガス流量の異常な増加が検出され
たときなどに、制御手段１０５の制御に基づき、ガス管１０ｂに接続されたガス器具１３
、１４および１５へのガスの供給を停止する。遮断手段１２２としては、例えば遮断弁を
用いることができる。
【００２５】
　演算手段１０８は、流量計測手段１０４によって計測された流量から、ガス器具の特徴
を示す流量（以下、「特徴流量」と呼ぶ。）を算出する。特徴流量の例は、後述する。な
お、特徴流量の算出には、ある長さの期間（以下、「所定期間」と呼ぶ。）において計測
された１以上の流量値が用いられる。典型的には、所定期間は、ガス管１０ｂに接続され
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ている１以上のガス器具（ここではガス器具１３～１５）のいずれかの使用が開始されて
から８秒程度の長さの期間である。もちろん、所定期間の長さは、８秒に限定されず、任
意の時間を採用し得る。所定期間は、使用が開始されたガス器具の判別に必要な期間であ
るといってもよい。
【００２６】
　本発明の実施形態において、演算手段１０８は、さらに、特徴流量に対する、流量計測
手段１０４によって取得された流量の比率を算出する。この比率は、所定期間内に得られ
た複数の計測値の各々について算出される。したがって、例えば、所定期間およびサンプ
リング間隔がそれぞれが８秒間および０．５秒であり、所定期間の開始と最初の計測タイ
ミングが一致している場合には、１７回の計測タイミングに対応して１７個の比率の列か
ら構成されるシーケンスが得られる。計測流量情報記憶手段１０６は、特徴流量および比
率の計算において一時的なメモリとして利用される。計測流量情報記憶手段１０６は、制
御手段１０５内に配置されていてもよいし、制御手段１０５外に配置されていてもよい。
【００２７】
　器具特徴抽出手段１１６は、演算手段１０８による演算結果に基づき、現在使用されて
いるガス器具の所定期間内における流量変化の特徴を示す器具特徴量を抽出する。換言す
れば、所定期間において使用が開始されたガス器具の器具特徴量が抽出される。器具特徴
量は、上述の比率または上述の比率から得られる情報を広く含む。
【００２８】
　器具固有特徴情報保持手段１１９は、各ガス器具に特徴的な流量状態を示す一種以上の
器具固有特徴量を予め保持している。器具固有特徴量の例は、上述の特徴流量もしくは比
率、または、比率を用いて生成されるコード列などである。コード列の例は、後述する。
【００２９】
　例えば、ガスファンヒータの使用開始を検出したい場合には、器具固有特徴情報保持手
段１１９に、ガスファンヒータに対応した一種以上の器具固有特徴量が予め格納される。
ある態様では、器具固有特徴情報保持手段１１９は、ガスファンヒータの器具固有特徴量
として、上述の特徴流量もしくは比率、または、比率を用いて生成されるコード列などの
他に、緩点火の期間における流量値の平均などを予め保持する。ガスファンヒータ、ガス
コンロおよび給湯器など、複数のガス器具間の判別を行う場合には、ガスファンヒータ、
ガスコンロおよび給湯器のそれぞれに対応した器具固有特徴量が器具固有特徴情報保持手
段１１９に予め格納され得る。
【００３０】
　器具判別手段１１４は、器具特徴抽出手段１１６によって抽出された器具特徴量と器具
固有特徴情報保持手段１１９に保持されている器具固有特徴量とを比較し、現在使用され
ているガス器具を判別する。例えば、器具特徴量として上述の比率を利用する場合、器具
判別手段１１４は、複数の計測タイミングに対応して得られる複数の比率のシーケンスを
器具特徴抽出手段１１６から取得し、器具固有特徴情報保持手段１１９に予め保持されて
いる、器具固有特徴量としての比率のシーケンスとの比較を行う。ガスファンヒータ、ガ
スコンロおよび給湯器の間の判別を行う場合であれば、器具特徴抽出手段１１６から取得
されたシーケンスと、これらの各器具に特徴的なシーケンスのそれぞれとの間の比較が実
行される。例えば、器具特徴抽出手段１１６から取得されたシーケンスがガスファンヒー
タに特徴的なシーケンスに一致するか、これらの間の類似度が最も高い場合には、器具判
別手段１１４は、使用の開始されたガス器具がガスファンヒータであると判定する。
【００３１】
　（本発明者らの知見）
　ここで、本発明者らの知見を説明する。図２は、あるガス器具についての、所定期間（
この例では各ガス器具の使用開始から８秒間）における流量変化のパターンの一例を示す
。図２では、機種を変えて得られた２つの流量変化のパターンと、器具固有特徴量として
の流量変化のパターン（リファレンス１）とを１つの図にあわせて示している。ここで説
明する例では、サンプリング間隔を０．５秒としている。以下の説明においても、特に断
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りの無い限り、サンプリング間隔として０．５秒を例示する。
【００３２】
　図２からわかるように、リファレンス１の流量変化のパターンは、所定期間の初期にお
いて増加し、所定期間の後期（計測タイミング９以降）において、サンプリング間隔ごと
の流量変化が小さく、流量がほぼ一定であるようなパターンを示している。なお、この例
では、計測タイミング３～５の付近に、所定期間の初期と比較して流量の増加率が小さく
なるようなパターンが現れている。
【００３３】
　機種Ａのグラフに注目する。図２から、機種Ａは、リファレンス１に似た流量変化のパ
ターンを有していることがわかる。より具体的には、機種Ａにおける流量の変化は、リフ
ァレンス１と同様に、所定期間の初期において流量が増加し、その後、流量が安定するよ
うなパターンを示している。また、この例では、ほぼ一定の流量に至るまでの間に、流量
の増加率が相対的に小さい部分も現れている。したがって、これらのことから、機種Ａが
リファレンス１と同種のガス器具（例えばガスファンヒータ）であると結論付けることが
できる。
【００３４】
　一方、比較例として示す機種Ｂは、リファレンス１と同種のガス器具でありながら、特
に所定期間の後期においてリファレンス１よりも極端に大きな流量値を示している。図２
に示す、機種Ｂの流量変化のパターンは、これまでに想定されていなかった大きさのガス
流量を動作の開始時に必要とするような新たなガス器具を使用したときの流量変化のパタ
ーンに相当するといえる。図２からわかるように、機種Ｂにおける各測定タイミングの流
量値は、リファレンス１において対応する流量値と比較して相当に大きく、したがって、
流量変化のパターンの単純な比較では、機種Ｂが何のガス器具であるかを判定することは
困難である。
【００３５】
　図３を参照する。図３は、図２に示す機種Ａ、機種Ｂおよびリファレンス１のそれぞれ
について求めた、上述の比率の変化のパターンを示す。各計測タイミングにおける比率は
、各計測タイミングの流量値を特徴流量で割ることによって得られる。ここでは、所定期
間内の最後の計測タイミングにおいて得られた流量を特徴流量として用いている。すなわ
ち、Ｑ（ｋ）をｋ番目（ここではｋ＝０～１６）の計測タイミングに対応する絶対流量と
すれば、図３のグラフにおける比率Ｐは、下記の式（１）から得られた値である。
　　　Ｐ＝（Ｑ（ｋ）／Ｑ（１６））　　・・・　（１）
【００３６】
　図３に示すように、機種Ａおよび機種Ｂにおける比率は、いずれも、リファレンス１に
おける比率の変化のパターンに似た変化のパターンを示している。このことから、機種Ｂ
がリファレンス１と同種のガス器具であると判断することができる。このように、比率の
変化のパターンに基づく比較により、所定期間における全体的な流量の多寡によらない、
ガス器具の判別を実現し得る。なお、リファレンス（ここではリファレンス１）と同種の
ガス器具であるか否かの判定の基準は、任意に設定可能である。例えば、各計測タイミン
グについて、計測された流量値がリファレンスの流量値に対して所定の範囲内にあるとき
に、使用の開始されたガス器具がリファレンスと同種のガス器具であると判定してもよい
。あるいは、各計測タイミングについての、計測された流量値とリファレンスの流量値と
の差の２乗の合計が所定値より小さいときに、使用の開始されたガス器具がリファレンス
と同種のガス器具であると判定してもよい。
【００３７】
　特徴流量としては、この例のように、所定期間内に計測された流量のうち最も遅い時刻
における流量（ここではＱ（１６））を用い得る。特徴流量として、例えば、所定期間内
における最大流量を用いることも可能である。あるいは、所定期間の後期において流量の
変動が小さくなるような流量変化のパターンを有するガス器具の判別であれば、所定期間
の後期における、流量の変動が小さい領域の流量値の平均（以下において「安定流量」と
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が安定するまでの期間にフラットな部分を有するようなガス器具（例えばガスファンヒー
タ）であれば、特徴流量として、このフラットな部分の流量値の平均（以下において「中
間安定流量」と呼ぶことがある。）を用いてもよい。流量の変化のパターンにおいて、流
量が安定するまでの期間に現れるフラットな部分は、一般に、緩点火動作に対応する流量
変化である。
【００３８】
　図４は、図２および図３に示す機種Ａ、機種Ｂおよびリファレンス１とは異なる、他の
あるガス器具についての、所定期間における流量変化のパターンの一例を示す。図４では
、機種Ｃの流量変化のパターンと、器具固有特徴量としての流量変化のパターン（リファ
レンス２）とを１つの図にあわせて示している。図５は、図４に示す機種Ｃおよびリファ
レンス２のそれぞれについて求めた、上述の比率の変化のパターンを示す。
【００３９】
　図４に示す例においても、各計測タイミングにおける、リファレンス２の流量値からの
機種Ｃの流量値の乖離が大きく、そのため、流量変化のパターンの単純な比較によっては
、機種Ｃがリファレンス２と同種のガス器具であるか否かを判定することは一般に困難で
ある。これに対し、図５に示す比率Ｐのグラフでは、機種Ｃおよびリファレンス２の間で
似たパターンが得られることがわかる。参考のために、機種Ａ、機種Ｂおよびリファレン
ス１、ならびに、機種Ｃおよびリファレンス２のそれぞれについての、各計測タイミング
における流量値を下記の表１に示し、これらについての、上述の式（１）によって算出さ
れた比率を下記の表２に示す。
【００４０】
【表１】

【００４１】
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【表２】

【００４２】
　上述したように、流量の変化のパターンのマッチングによっては、従来存在しなかった
機種が使用された場合、想定とは異なるガス流量が計測されるために、予め用意しておい
たデータが役に立たず、正しい判別が行えないおそれがある。これに対し、図２～図５を
参照して説明したように、特徴流量に基づいて算出された比率における変化のパターンは
、ガス器具の種類が同じであれば、所定期間においておおよそ同じ振る舞いを示す傾向が
ある。つまり、ガス器具の種類が同じであれば、従来存在しなかった機種（例えば、より
ガス消費量の大きな機種）であっても、所定期間における比率の変化のパターン自体は、
ほぼ同じになると考えられる。したがって、特徴流量を用いて流量の計測値を正規化した
比率を利用したマッチングは、従来存在しなかった機種が使用された場合におけるガス器
具の判別に特に有用であるといえる。本発明の実施形態では、上述の比率または上述の比
率から得られる情報を器具特徴量として抽出し、その器具特徴量と、器具固有特徴情報保
持手段１１９に予め保持された、対応する器具固有特徴量との間の比較が実行される。本
発明の実施形態によれば、従来存在しなかった機種が使用された場合であっても、ガス器
具を判別し得る。
【００４３】
　（ガスメータ１００における動作の例）
　以下、図６～図１０を参照しながら、ガスメータ１００における動作の例を説明する。
【００４４】
　図１を参照して既に説明したように、器具判別手段１１４は、器具特徴抽出手段１１６
によって抽出された器具特徴量と、器具固有特徴情報保持手段１１９に保持されている器
具固有特徴量とを比較し、現在使用されているガス器具を判別する。例えば、所定期間に
おける上述の比率の変化のパターンを利用する場合であれば、器具固有特徴情報保持手段
１１９は、例えばガス器具（ガスファンヒータ、ガスコンロおよび給湯器など）ごとの比
率の変化のパターンを器具固有特徴量として予め保持している。以下に詳細に説明するよ
うに、この器具固有特徴量は、上述の比率の変化のパターンに限定されない。例えば、サ
ンプリング間隔ごとの比率の差分をその大きさに応じたコードに変換することによって得
られるコード列（以下では「比率コード列」と呼ぶことがある。）を利用してガス器具の
判別を行うことも可能である。
【００４５】
　再び図１を参照する。図１に示すガスメータ１００は、比率コード化手段１１２を有し
ている。比率コード化手段１１２は、所定期間において計測された複数の時刻における流
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量の各々から算出された比率をコード化することによって比率コード列を生成する。以下
、比率コード列の生成方法の一例を説明する。
【００４６】
　例えば、演算手段１０８は、流量計測手段１０４によって計測された流量を受け取り、
流量の計測値に基づいて、ある計測タイミングにおける比率と、その前の計測タイミング
における比率との間の差分を算出する。比率コード化手段１１２は、演算手段１０８から
比率の差分を取得し、比率の差分を、その絶対値に応じたコードに変換する。比率コード
化手段１１２は、例えば、比率の差分の大きさに応じたコードが記述されたテーブルを参
照することにより、比率の差分をコードに変換することができる。
【００４７】
　図１に示す制御手段１０５は、流量区分表１１０ａを保持する流量区分表保持手段１１
０を有する。ここでは、比率コード化手段１１２は、流量区分表保持手段１１０に格納さ
れている流量区分表１１０ａを参照することにより、比率の差分を、対応するコードに変
換する。下記の表３は、流量区分表１１０ａの一例を示す。もちろん、流量区分表１１０
ａの区分の数は、表３に示す１１区分に限定されない。
【００４８】
【表３】

【００４９】
　表３中、比率の差分Ｘは、Ｐ（ｋ）をｋ番目（ここではｋ＝０～１６）の計測タイミン
グに対応する比率とすれば、下記の式（２）によって計算される。ただし、ｋ＝０につい
ては、Ｐ（－１）の値が存在しないので、Ｘ＝０としている。
　　　Ｘ＝Ｐ（ｋ）－Ｐ（ｋ－１）　　・・・　（２）
【００５０】
　流量区分表１１０ａを利用したコード変換により、比率Ｐの時間的変化に対応したコー
ドの列（差分Ｘの時間的変化に対応したコードの列といってもよい。）、すなわち比率コ
ード列が得られる。したがって、器具特徴抽出手段１１６は、現在使用されているガス器
具の所定期間内における流量変化の特徴を示す器具特徴量として、生成された比率コード
列を抽出することができる。
【００５１】
　比率コード列を利用する場合、器具固有特徴情報保持手段１１９には、器具固有特徴量
として、比較の対象とすべき比率コード列が予め格納される。例えば、器具固有特徴情報
保持手段１１９は、上述のリファレンス１の流量値に基づいて算出された比率コード列を
予め保持している。
【００５２】
　下記の表４は、上述の機種Ａ、機種Ｂおよびリファレンス１の流量値から得られる比率
の差分と、各差分のコードへの変換結果とを示す。下記の表４に示すように、機種Ａの使
用が開始された場合には、比率コード列として［０２２２１１２２１００００００００］
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２２２２１０００００］が生成される。
【００５３】
【表４】

【００５４】
　図６、図７および図８は、縦軸にコードをとったときの、機種Ａ、機種Ｂおよびリファ
レンス１の比率コード列のグラフをそれぞれ示す。図６～図８に示すように、機種Ａ、機
種Ｂおよびリファレンス１のいずれのグラフにおいても、相対的に大きいコードによる２
つ以上の山部（極大）が現れている。例えば機種Ａの比率コード列のグラフ（図６）に注
目すると、１つ目の山部（コード：２）から、２つの山部の間の谷（コード：１）への変
化は、緩点火に対応する流量変化があったことを反映している（図２参照）。また、グラ
フ中、２つ目の山部（コード：２）以降の、コード０が連続する部分は、流量が再度増大
を示した後に、流量が安定したことを示している。
【００５５】
　下記の表５は、上述の機種Ｃおよびリファレンス２の流量値から得られる比率の差分と
コードとを示す。図９および図１０は、縦軸にコードをとったときの、機種Ｃおよびリフ
ァレンス２の比率コード列のグラフをそれぞれ示す。
【００５６】
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【表５】

【００５７】
　図９および図１０に示すように、機種Ｃおよびリファレンス２のグラフでは、機種Ａ、
機種Ｂおよびリファレンス１のグラフとは異なり、相対的に大きいコードによる山部が１
つだけ現れている。図６～図８と、図９および図１０との比較から、機種Ａ、機種Ｂおよ
びリファレンス１と、機種Ｃおよびリファレンス２とは、互いに異なるガス器具であると
判断できる。このように、比率コード列は、所定期間における流量変化を擬似的に表現し
ているといえる。したがって、器具判別手段１１４は、比率コード化手段１１２によって
生成された比率コード列と、器具固有特徴情報保持手段１１９に保持されている、器具固
有特徴量としての比率コード列とを比較することによっても、現在使用されているガス器
具を判別することが可能である。比率コード列を利用することにより、比率の値をそのま
ま用いる場合と比較して、メモリの節約、演算速度の向上などの効果が期待できる。
【００５８】
　なお、図６～図８と、図９および図１０との比較からわかるように、比率コード列のグ
ラフにおける極大および／または極小は、所定期間における流量変化の特性を特によく反
映していると考えられる。したがって、比率コード列のグラフにおける極大および／また
は極小に基づいて圧縮コード列を生成してガス器具を判別してもよい。
【００５９】
　例えば、比率コード化手段１１２は、器具特徴量として、比率コード列における極大値
および／または極小値を抜き出すことにより、圧縮コード列を生成する。機種Ａの使用が
開始された場合には、比率コード列［０２２２１１２２１００００００００］から、圧縮
コード列［０２１２０］が生成され、機種Ｂの使用が開始された場合には、比率コード列
［０２１００１２２２２２１０００００］から圧縮コード列［０２０２０］が生成される
。機種Ｃの使用が開始された場合には、圧縮コード列［０Ａ０］が生成される。なお、圧
縮コード列における「Ａ」は、コード「１０」を意味する。例えば、コードに０～９の数
字およびＡ～Ｆのアルファベットを用いれば、コード列を１６進数として扱うことが可能
である。圧縮コード列の生成は、器具特徴抽出手段１１６によって実行されてもよい。
【００６０】
　圧縮コード列を利用する場合、器具固有特徴情報保持手段１１９には、器具固有特徴量
として、比較の対象とすべき圧縮コード列が予め格納される。例えば、器具固有特徴情報
保持手段１１９は、上述のリファレンス１に対応する圧縮コード列［０２１２１２０］お
よびリファレンス２に対応する圧縮コード列［０Ａ０］を予め保持している。
【００６１】
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　器具判別手段１１４は、生成された圧縮コード列と、器具固有特徴情報保持手段１１９
に保持されている圧縮コード列とを比較することにより、使用が開始されたガス器具を判
別する。例えば比率コード化手段１１２によって生成された圧縮コード列が［０Ａ０］の
とき、このコード列は、器具固有特徴情報保持手段１１９に保持されている、リファレン
ス２に対応する圧縮コード列［０Ａ０］に一致する。したがって、このとき、器具判別手
段１１４は、使用が開始されたガス器具がリファレンス２と同種のガス器具であると判定
する。
【００６２】
　このように、器具特徴量として、例えば、比率の変化のパターン、比率コード列または
圧縮コード列を用いた判別を行い得る。器具特徴量としては、これらのうちの１つを単独
で用いてもよいし、複数の組み合わせを用いてもよい。
【００６３】
　器具特徴量としてさらに特徴流量を用いてもよい。すなわち、比率の変化のパターン、
比率コード列または圧縮コード列を用いた判別に、特徴流量を用いた判別を組み合わせて
もよい。このとき、器具固有特徴情報保持手段１１９に、器具固有特徴量の１つとして、
判別を行おうとするガス器具の特徴流量も予め保持される。器具判別手段１１４は、例え
ば比率の変化のパターンの比較に加えて、現在使用されているガス器具の特徴流量と、器
具固有特徴情報保持手段１１９に予め保持された特徴流量とをさらに比較することにより
、現在使用されているガス器具を判別する。これにより、より精度の高い判別を行い得る
。
【００６４】
　器具特徴量としての特徴流量には、例えば、上述の安定流量、中間安定流量などを用い
得る。器具特徴量としての特徴流量に中間安定流量を用いる場合、流量計測手段１０４に
よって計測される流量が所定範囲内（例えば第１所定流量以上第２所定流量以下）のとき
、この所定範囲内にある流量値の平均を中間安定流量としてもよい。所定範囲内にある流
量値の平均を用いることにより、安定流量から中間安定流量を区別して、特徴流量として
の中間安定流量を抽出し得る。なお、流量変化のパターンにおいて、流量が安定するまで
の期間に現れるフラットな部分の流量の平均を中間安定流量と考えることができるが、実
際に得られる流量変化のパターンにおいては、このようなフラットな部分を捉えることが
困難なことがある。このような場合、中間安定流量に代わる中間流量が、所定範囲内にあ
る流量値の平均として抽出される。この中間流量を特徴流量としてガス器具の判別に利用
しても構わない。
【００６５】
　あるいは、流量計測手段１０４によって計測される流量が所定回数連続して所定範囲内
にある場合に、その所定回数分の流量の平均を特徴流量としてもよい。流量の計測値に代
えて、上述の比率が所定回数連続して所定範囲内にある場合に、その所定回数分の比率の
平均を器具特徴量または特徴流量として判別に利用してもよい。
【００６６】
　器具特徴量および器具固有特徴量としては、上述した各種の量のほか、判別を行おうと
するガス器具の間で互いに異なるような量を用い得る。したがって、例えば、ガスファン
ヒータ、ガスコンロおよび給湯器の間の判別を行う場合であれば、判別に利用する一種以
上の器具固有特徴量が、ガスファンヒータ、ガスコンロおよび給湯器の間で互いに異なっ
ていればよい。
【００６７】
　（ハードウェア構成）
　図１１は、ガスメータ１００のハードウェア構成の一例を示す。図１１に例示する構成
において、ガスメータ１００は、中央演算回路（ＣＰＵ）２１０と、メモリ２２０と、流
量計２０４と、遮断装置２２２とを有している。流量計２０４は、図１に示す流量計測手
段１０４の一例であり、公知の流量計、例えば、超音波流量計であり得る。遮断装置２２
２は、図１に示す遮断手段１２２の一例であり、公知の遮断装置、例えば、遮断弁を用い
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【００６８】
　ＣＰＵ２１０は、メモリ２２０に格納されたコンピュータプログラム２２１を実行する
。コンピュータプログラム２２１には、上述した各種の処理が記述されている。ＣＰＵ２
１０は、例えば、図１に示す演算手段１０８、比率コード化手段１１２、器具特徴抽出手
段１１６および器具判別手段１１４の各種処理を実行する。メモリ２２０は、典型的には
、ＲＡＭおよびＲＯＭを含み、例えば、図１に示す計測流量情報記憶手段１０６、流量区
分表保持手段１１０および器具固有特徴情報保持手段１１９に対応する。なお、メモリ２
２０には、ガスの遮断の判断の基準値が格納され得る。
【００６９】
　演算手段１０８、比率コード化手段１１２、器具特徴抽出手段１１６および器具判別手
段１１４の各々は、単一のプロセッサ（ＣＰＵ２１０）の一部であってもよい。制御手段
１０５が、複数のプロセッサの集合によって実現されてもよい。制御手段１０５は、１以
上のメモリ、周辺回路などを含んでいてもよい。制御手段１０５の外部に、１以上のメモ
リが配置されてもよい。例えば、計測流量情報記憶手段１０６、流量区分表保持手段１１
０および器具固有特徴情報保持手段１１９の少なくとも１つが、制御手段１０５の外部に
配置されていてもよい。ＣＰＵ２１０とメモリ２２０を用いて上述した各種処理を実行す
ることにより、所定期間における全体的なガス流量の多寡によらない判別を行い得る。
【００７０】
　ガス器具の判別後の処理は任意である。例えば、判別結果に応じて、ガスの遮断の判断
の基準値を適切なレベルに変更することも可能である。
【００７１】
　以上、本発明の実施形態を説明した。上述の実施形態の説明は、本発明の例示であり、
本発明を限定するものではない。また、上述の実施形態で説明した各構成要素を適宜組み
合わせた実施形態も可能である。本発明は、特許請求の範囲またはその均等の範囲におい
て、改変、置き換え、付加および省略などが可能である。
【産業上の利用可能性】
【００７２】
　本発明の実施形態によれば、これまでに想定されていなかった大きさのガス流量を動作
の開始時に必要とするような新たなガス器具が接続された場合であってもそのガス器具の
判別を行い得るので、本発明の実施形態は、例えばガスメータに有用である。
【符号の説明】
【００７３】
　１３～１５　　ガス器具
　１００　　ガスメータ
　１０２　　流路
　１０４　　流量計測手段
　１０５　　制御手段
　１０６　　計測流量情報記憶手段
　１０８　　演算手段
　１１０　　流量区分表保持手段
　１１２　　比率コード化手段
　１１４　　器具判別手段
　１１６　　器具特徴抽出手段
　１１９　　器具固有特徴情報保持手段
　１２２　　遮断手段
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